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議論での事前学習知識の活用を促す
対面型協調学習支援システム

羽山 徹彩1,a) 徐 利娟2,†1 國藤 進2,b)

受付日 2013年4月10日,採録日 2013年10月9日

概要：協調的な学習法では学習者同士が対話によって，自らの学習知識を外化し，体系化していく知識構
築の過程が重要であり，そのための質の高い議論が求められている．しかしながら，議論に不慣れな多く
の学習者にとっては対話の流れの中で，話題に関連する自らの知識に気づき，活用することが大変困難で
ある．そこで本研究では対面型協調学習での議論の質を高めるために，議論の中で事前学習で得られた知
識の活用を促すためのシステム環境を構築するとともに，その効果を検証した．開発システムでは音声認
識インタフェースを利用して得られた対話テキストから対話状況を判断し，その状況に関連する事前学習
の内容への気づきを各学習者へ与える．評価実験では対面型協調学習の中で本システムを利用しない場合
と比較することで，提案システムが議論の対話状況に応じた学習資料の活用を促進させ，活発で満足感の
高い議論となることが分かった．
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Abstract: In argumentative collaborative learning, learners have to externalize their knowledge and con-
struct one knowledge from their knowledge by an argument. Although the quality of the argument is much
important to enhance the knowledge construction, it is very difficult for learners without enough arguing-
skills to achieve such high quality argument. Therefore, we developed a system that promotes utilization
of knowledge conducted in preparation into the argument of face-to-face collaborative learning to enhance
the quality of the argument in the collaborative learning. Our system judges real-time argument topics from
learners’ speech texts obtained by a speech recognizer and then makes the learners aware of learning contents
associating with the argument topics during the collaborative learning. In our experiment, we confirmed
usefulness of the proposed system by comparing with collaborative learning in an environment without a
system.
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1. はじめに

本論文では対面型協調学習の中で事前学習に用いた資料

の適切な利用を促進させることで，議論の質を高める技術

について述べる．

近年の学校教育では学習者の学習能力を高めるために，

学習者主体の学習方式が重視されるようになってきた．そ
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の中で学習者が数人程度のグループを組み，自ら課題を発

見し互いに助け合って問題解決していく協調的な学習方

法が有効とされている．その効果としては自らの知識や

学習方法を改善していき，学習内容の理解をより深める

といった，能動的かつ効率的な学習効果が報告されてい

る [11], [20]．このような協調的学習法では学習者同士が対

話によって，自らの学習知識を外化し，組織化していく知

識構築の過程が重要であり，そのための学習者が自らの知

識を議論の中で積極的に活用していく質の高い議論が求め

られている．しかしながら，議論に不慣れな多くの学習者

にとっては対話の流れの中で，話題に関連する自らの知識

に気づき，活用することが困難である．このような議論ス

キルは社会活動を協調的に行うために身に付けるべき重要

な素養の 1つといえる．

これまで協調学習の分野では議論支援に関するシステム

研究が行われてきた．その中で，議論モデルを協調学習に

取り入れることで，議論を支援する研究がある．一般的な

議論モデルでは IBIS [10]や DRL [12]などのように問題解

決型の議論を体系立てるために，「問題，意見，見解，そ

の他」や「案，目標，主張，質問，手順」などのノード群

とそれらの関係付けリンクからなる規則が提案されてき

た．そのような議論モデルを協調学習へ導入した場合に

は，議論の整理や問題発見に有効であることが報告されて

いる [3], [22]．しかしながら，既存研究の多くは議論に慣

れている専門家やテキストコミュニケーションを対象とし

てきたが，議論に不慣れな学習者が自由対話で行う議論に

対して議論モデルを適用することは，規則の複雑化や記録

法の高い習熟度を要するため，非常に難しいといえる．そ

の一方で，学習者が事前学習で得られた知識やデータに対

し，協調学習の場へ導入しやすくするための情報環境も研

究開発されてきた．たとえば，学習教材を物理的なインタ

フェースとして利用した研究では教材学習で得られた知識

の定着を促すために，環境問題を扱ったボードゲーム [17]

や人体模型 [4]を対象したシステムが開発されてきた．ま

た事前学習で収集したデータを協調学習の場で利用しやす

くするために，収集した実物体に対する関連データの呼び

出しを可能にするテーブルトップインタフェースも開発さ

れている [9]．これらの研究では実物体を介した学習内容の

深い理解や学習資料の利便性を促進する効果が報告されて

いるが，協調学習における議論の質を対象としてこなかっ

た．さらに情報ネットワークを用いた協調学習を対象に，

学習者の発言を誘発するためのシステムが研究開発されて

きた．たとえば，緒方らは討論のきっかけを与えるために

知識の存在や学習者の存在の気づきを与えるシステム [13]，

林らは議論の中で発言を動機付けるために他の学習者の発

言ノート参照動作に基づき各学習者にこれまでの発言の貢

献に気付かせるシステム [7]，および小谷らは発言テンプ

レートを基に好意的発言影響度を提示するシステム [8]を

それぞれ開発し，有効性を示している．しかしながら，本

研究では議論の中で各学習者が事前に学習して得られた

知識の活用を支援対象としている点で，これら研究とは異

なる．

そこで本研究では対面型協調学習での議論の質を高める

ために，議論の中で事前学習で得られた知識の活用を促す

ためのシステム環境を構築するとともに，その効果を検証

した．開発システムでは音声認識インタフェースを利用し

て得られた対話テキストから対話状況を判断し，その状況

に関連する事前学習の内容への気づきを各学習者へ与え

る．本システムを協調学習で利用することで，事前学習で

得られた知識を活用した発言が促進され，その結果，議論

による学習が活性化されることが期待される．

2. 協調学習での事前知識の活用を促すために

本章では対面型協調学習での議論について述べ，そこで

学習者が事前知識の活用を促すためのシステム設計指針に

ついて検討する．

2.1 対面型協調学習での議論

本研究で対象とする対面型協調学習は，4人～6人程度

の学習者で構成する小グループに対し，任意の学習課題に

ついて自由に話し合うことで内容の理解を深め合う学習法

である．このような学習法の多くはジグソー法 [2]や LTD

話し合い学習 [14], [21]などのように，学習者が事前に個別

学習を行ったうえで，集合し実施される．

この対面型協調学習での議論では，各学習者の事前知識

を外化し，それを組織化する過程を通して，学習内容の理

解を深めることができる．つまり，各学習者には対話の流

れに応じて，事前の個別学習で得られた知識を他の学習者

に伝え合うような質の議論が求められる．そのような議論

が活発化されれば，学習者が議論の中に事前学習の内容を

積極的に導入するために，事前学習で用いた資料の提示数

が増加し，また話題が多くなることで学習者の発言数も増

加する．その結果，議論による学習が活発となり，議論へ

の満足度が高まることも期待される．

しかしながら，このような議論を活発化することは，議

論に不慣れな学習者にとって大変困難といえる．たとえ

ば，対話の中で知識を外化および組織化させるためには，

話題に関連する事前学習知識の存在に気づき，瞬時に発言

する必要があるが，それは学習知識が定着していない学習

者にとって大変難しい．また議論を論理的に展開するため

には，議論の論理構造を維持しつつ対話を進める必要があ

る [1], [18]が，それを一貫して行うことも議論に不慣れな

学習者にとって難しいといえる．

2.2 設計指針

前節で述べた対面型協調学習での議論に必要な，事前学
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習で得られた知識の外化と組織化，および議論の論理展開

を支援するために，以下の項目をシステムの設計指針と

する．

• 対話状況に関連した事前学習の内容に気付かせる機能
学習者に対し，現在の対話の話題と関連する事前学習

の内容を気付かせることで，事前学習の知識が想起さ

れ，それを対話の中に導入しやすくなる．その結果，

議論の中で事前学習知識の外化とそれを他の学習知識

に関連付ける学習知識の組織化が促進される．

• 他の学習者へ論拠を明示できる環境
対話の中で学習者が主張する際に，その発言の根拠や

データを口頭で伝えるだけでなく，他の学習者に明示

的に分かるようにする．それにより，主張への正当性

や妥当性を高め，議論の論理性が維持されやすくなる．

• 議論を阻害しないシステム・インタフェース
学習者が議論の中でシステム操作をともなうことで話

題の変移や発言の機会を逃さないような，システム・

インタフェースが必要となる．

3. システム実装

3.1 概要

我々は協調学習の議論を行っている学習者に対し，事前

学習で用いた資料の中で現在の話題に関連する情報に気付

かせるシステムを開発した．実装したシステムは図 1 に示

すように，オーバヘッドプロジェクタ，投影用スクリーン，

ヘッドセットマイク，情報提示端末，サーバ・コンピュー

タ，およびクライアント・コンピュータから構成される．

ヘッドセットマイクと情報提示端末は学習者ごとに準備さ

れ，音声認識器が動作するクライアントに接続される．ま

図 1 提案システムの実施環境の構成

Fig. 1 Composition of the proposed system.

た，オーバヘッドプロジェクタにはクライアントに接続さ

れた RFIDリーダが付与され，印刷された各学習資料には

RFIDタグが付与されている．そのため，そのプロジェク

タを使用して学習資料をスクリーンに投影した場合には，

RFIDリーダが資料に付与された RFIDの識別子の値を読

み取ることができる．

学習者はまず協調学習を実施するための準備として，事

前学習を行う．そして，その時に用いた学習資料ごとに

RFIDタグを付け，その資料の電子ファイル，タイトル，

RFIDの識別子をWebページからサーバ内のデータベース

へ登録する．次に，協調学習を実施するために実施環境の

中で，事前学習で使用した資料を印刷して持ち込み，ヘッ

ドセットマイクを装着して，情報提示端末の画面の閲覧と

オーバヘッドプロジェクタに手が届くことができる位置に

着席する．学習者が他の学習者へ学習資料の内容をもとに

発言するときには，その資料をオーバヘッドプロジェクタ

を使ってスクリーンに投影させ，説明することができる．

それにより，他の学習者は説明資料の内容まで明確に把握

することができる．また，各学習者の情報提示端末の画面

には 3.2節で述べる方法で，対話の状況に関連した各自の

学習資料のランキング情報とその関連キーワードの周辺情

報が提示され，その情報は逐次更新される（図 2 の右，対

話状況に応じた関連資料ランキング部分を参照）．そのた

め，各学習者は話題に関連する学習資料の内容に気づきや

すくなり，その結果，議論の中に事前学習で得られた知識

をより多く提供するようになる．

さらに，協調学習の終了後にシステムは学習者が自らの

議論スタイルを振り返りやすくするために，議論履歴を生

成し，提示する（図 2 の左，資料提示情報を含んだ議論履

歴表示部を参照）．この議論履歴では対話の音声認識結果
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図 2 提案システムのインタフェース

Fig. 2 Interface of the proposed system.

の時系列データおよび RFIDシステムにより得られた学習

者の資料参照行為データから構成される．学習者は自らの

議論の仕方やその中での振舞いを閲覧できることで，議論

の話題や文脈，およびその論理展開などの適切さを確認す

ることができる．

現状のシステムに組み込まれている音声認識器には，

Microsoft Windows7 に標準搭載されている SAPI 5.4 の

Windows Speech Recognitionが使用されている．しかし

ながら，その音声認識器の標準の音声辞書を使用した場合

には，協調学習の議題に含まれる専門性の高い用語に対し

て認識率が低くなる．そこで，協調学習を実施する前に，事

前学習で用いた学習資料に含まれる単語を抽出し，その音

声認識器の音声辞書に事前登録することで，学習資料に出

現する用語に対し優先的に認識されるようにする．その音

声辞書の単語登録では，学習資料をサーバにアップロード

された学習資料ファイルに対し，フィルタプログラム*1に

よって内容語を抽出し，形態素解析*2結果に含まれる内容

語の読みとともに音声辞書に追加する．図 2 の議論履歴で

は正確に音声認識した結果が表示されているが，全体の議

論履歴には誤認識結果が含まれている．

*1 現在のシステムでは PDF ファイル，HTML ファイル，テキス
トファイルに対応しているが，ファイル形式に応じたテキスト抽
出プログラムを使用することでその他のファイルにも対応可能と
なる．

*2 形態解析器には Mecab（http://mecab.googlecode.com/svn/
trunk/mecab/doc/index.html）を使用している．

3.2 対話状況に応じた関連資料のランキング法

対話で得られた音声認識結果を利用して対話状況を推定

し，それをもとに複数の文章資料の関連度を算出してラン

キング化する手法を開発した．本ランキング手法はチャッ

トの発言履歴と文章との関連度を算出する方法 [6]に基づい

ている．本研究で扱う音声認識結果の対話履歴にはチャッ

トの発話履歴と異なり，1話あたりの長さが短く，情報量

が少ない発話が多いといった性質を含んでいる．そのため

提案手法では，発話単位を出現順でいくつかの発話のまと

まりとして扱う．

本ランキング法の計算手順を以下に示す．本手法では協

調学習を実施する前に手順 0が実行され，協調学習中に手

順 1–3が繰り返し実行される．

0) 事前処理

すべての資料に出現する名詞に対し，重み値Wdoc(p, n)

を計算する．重み値Wdoc(p, n)は，資料 pに含まれ

る名詞 nの出現頻度として求められる．

1) 現在の対話状況の取得

対話状況を重み付き名詞の集合として求める．これま

での対話の音声認識結果に含まれる名詞に対し，重み

値Wdis(t, n)を式 (1)によって計算する．この式では

対話の中で近い時間に出現する名詞に対して，重み値

が大きくなる．

Wdis(t, n) = F (t)(n) + Wdis(t − 1, n) ∗ D (1)

ここで変数 t，D，および F (t)(n)はそれぞれ，b個の

まとまりを 1 つの単位とする発話テキストの出現位
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置，減衰率（1以下の定数），および出現位置 tの発言

に含まれる名詞 nの出現頻度を表す．

2) 各資料と対話状況との関連度の算出

資料 pに対する現在の対話状況（発話位置 t）との関連度

Score(p, t)を，単語の重み値Wdoc(p, n)とWdis(t, n)

を用いて式 (2)によって計算する．

Score(p, t)=
∑

n∈N(p)

(Wdoc(p, n) ∗ Wdis(t, n)) (2)

ここで N(p)は資料 pが含む名詞の集合とする．

3) ユーザごとの資料のランキング化

登録ユーザごとの各資料に対し，対話状況との関連度

の値を利用して降べきの順に並べ替える．

現行のシステムでは定数 D および bに対し，それぞれ

0.3および 5が設定されている．

3.3 システム構成

本システムはクライアントサーバシステムとして，Mi-

crosoft Visual Studio.NET C#で実装されている．サーバ

には資料情報データベース，資料出現単語索引データベー

ス，および議論履歴データベースが含まれている．クライ

アントにはユーザ用と資料提示読み取り用の 2種類がある．

協調学習を実施する前に，ユーザはWebブラウザから，

事前学習で用いた学習資料の電子データ，タイトル，RFID

の識別子，および登録ユーザ IDをサーバ内の資料情報デー

タベースへ登録する．そしてすべての学習資料を登録後に，

資料登録データベースのデータを参照しながら，資料に出

現する単語に対する出現する資料の索引を自動生成し，そ

の資料の RFIDの識別子と関連キーワードの周辺情報とと

もにサーバ内の資料単語索引データベースへ登録する．

協調学習を開始するために，ユーザはユーザ用クライア

ントに接続されたマイクを装着する．ユーザ用クライアン

トではマイクから入力されたユーザの音声に対し，音声認

識器によってテキスト化し，ユーザ IDとともにサーバへ

逐次送信する．サーバではそれらデータを議論履歴データ

ベースに登録するとともに，ユーザ用クライアントへいっ

せいに配信する．それに加え，ユーザごとの対話状況に基

づいた関連資料のランキングを算出し，それぞれのユーザ

用クライアントに送信する．それらデータを受信したユー

ザ用クライアントでは，情報端末画面に表示されている資

料ランキング情報と議論履歴情報を更新する．

また資料提示読み取り用クライアントでは RFIDリーダ

が接続されており，各学習資料に付与された RFID のタ

グを認識すると，その RFID の識別子をサーバへ送信す

る．サーバではその RFIDの識別子を受信すると，資料情

報データベースから資料を登録したユーザ IDを取得し，

RFIDの識別子とともに，資料議論履歴データベースへ登

録し，ユーザ用クライアントへいっせいに配信する．その

データを受信したユーザ用クライアントでは議論履歴情報

に対し，資料参照行為に関する情報の追加を行う．

4. 評価

4.1 実験概要

提案システムを評価するために，対面型協調学習での有

効性，および事前準備に関するシステム運用性についての

評価を行った．

4.1.1 対面型協調学習での有効性

本研究では対面型協調学習の議論の中で事前学習で用い

た資料の適切な利用を促進させることで，議論の質を高め

ることを目的とする．そこで本実験では提案システムの有

効性を検証するために，対面型協調学習における学習者の

資料提示数，発言数，および議論への満足度によって，本

システムを利用しない場合との比較を行った．本システム

を利用しない場合の実験条件では本システムを用いた場合

と同様に，学習者がヘッドセットマイクを装着し，印刷さ

れた RFIDタグを付きの学習資料とオーバヘッドプロジェ

クタを利用して協調学習を行うが，情報提示端末上のシス

テムインタフェースに関連資料ランキングが表示されな

い．本システムを利用した場合に資料の提示数と学習者の

発言数が増加し，議論へ満足度が高まれば，より多くの学

習知識を用いて議論を組み立てているため，本システムが

学習者に対し質の高い議論を与えているといえる．

さらに提案システムの各機能に対しても調査するととも

に，資料参照が付加された議論履歴の閲覧が与える効果に

ついても確認した．提案システムの機能に対する評価とし

ては，対話状況に応じた関連資料のランキング法の有効性

およびインタフェースのユーザビリティを調査した．対話

状況に応じた関連資料のランキング法の評価では協調学習

を実施している中で，学習者が他の学習者へ提示した資料

が本システムが算出した資料ランキングとどの程度一致し

ているかについて調べた．実際に提示した資料が資料ラン

キングの高い順位に位置していれば，提案手法は対話の中

で実際に利用可能な資料を含んだランキング結果を算出し

ているため，有効といえる．特に提案システムを利用しな

い場合に学習者が提示した資料と資料ランキング結果との

一致度が高ければ，学習者が本システムの影響を受けずに

判断した対話状況に対し本システムが算出した対話状況の

関連度が高いため，提案手法は対話状況を反映して算出す

ることが可能であるといえる．またインタフェースのユー

ザビリティ評価では協調学習の終了後に，本システムの使

いやすさに関するアンケートを実施することで，調査した．

本実験は大学院生 8人に対し，ランダムに 2グループに

分けて実施された．本実験の協調学習にはジグソー法 [2]

を採用した．ジグソー法は学習課題に関する異なる情報を

持った学習者でグループを構成し，議論させることで，学

習者が相互的に知識を構築していく過程を促進させる学
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図 3 本実験の協調学習での議論の様子

Fig. 3 Picture of group argument in the experiment.

表 1 本実験での実験環境と課題の組合せ

Table 1 Combination of the condition and exercise in this experiment.

条件＼課題 「クローン技術の良い点と悪い点」 「宇宙開発の現状と今後」

提案システムを利用する場合 グループ 1 グループ 2

提案システムを利用しない場合 グループ 2 グループ 1

習法である．このジグソー法を実施するために，本実験で

は 2種類の学習課題を設定し，それぞれに関連する資料を

Webから収集した．各学習者は事前に配布されたそれら資

料をもとに予習を行った後，グループごとに図 3 に示す

ような環境で本システムを利用した場合と利用しなかった

場合での各学習課題についての協調学習を行った．協調学

習を終了した後に，学習者は個別に本システムの議論履歴

を参照し，自分たちの議論に対して「良かった点」および

「改善すべき点」についての自由記述アンケートに回答し

た．なお各学習資料への RFIDタグの付与，および学習資

料データのシステム登録はあらかじめ行っておいた．

本実験での協調学習の時間を決めるために，本実験の課

題と本システムで関連資料ランキングが表示されない環境

において，議論するうえでの適当な時間配分を調査する予

備実験を行った．予備実験では，まず本実験と異なる大学

院生 4名に対し，本実験と同じ 2つの課題と学習資料を使

用して，協調学習を実施した．その協調学習を議論に参加

しない人が傍観し，議論が収束したと判断したところで，

学習者に確認を取り，その同意が得られた時間を求めた．

その結果，2つの課題に対して約 35分と約 37分の時間が

確認されたことで，本実験の協調学習の時間設定を 1課題

あたり 40分とした．

学習課題には科学技術系の大学院生を被験者として採用

したため，興味と知識に考慮して，被験者の専門分野外で

ある科学技術に関する課題である「クローン技術の良い点

と悪い点」と「宇宙開発の現状と今後」の 2つが設定され

た．学習資料は各学習課題あたり 40種類のWebから収集

したニュースや解説記事などが用いられ，協調学習の前日

に印刷し，各学習者へ学習課題 1つあたり異なる 10種類の

資料が配布された．その際，学習者には，議題と協調学習

の実施内容についても説明した．具体的には，4人で議題

に対して資料をもとに議論すること，学習者ごとに異なっ

た学習資料を渡していること，および実験環境が伝えられ

た．また学習者への事前学習の指示として，その協調学習

を実施できるように，配布した学習資料を読んでおくこと

が伝えられた．

実験条件を統制するために，表 1 のように各グループの

利用環境と設定課題の組合せで行われた．また話し合い学

習が終了するごとに，その議論の印象に関するアンケート

が実施された．

また，本実験での提案システムの音声認識精度を確認す

るために，手作業で本実験での音声認識結果と正解データ

との対応付けたデータをもとに単語認識率を調べた．音声

認識の単語認識率は，全単語数に対する正解単語数の割合

として算出される [15]．

4.1.2 事前準備に関するシステム運用性

本システムの協調学習実施前の準備にともなう作業が，

授業での運用が可能であるかを調査した．

協調学習実施前の準備の具体的な手順は，1)学習資料の

準備，2)各学習資料への RFIDタグの貼り付け，3)各学習

資料データのシステム登録，4)学習資料を用いた個別学習，

からなる．学習資料の準備ではジグソー法や LTD話し合

い学習法などが採用しているように，あらかじめ用意され

た議題に関する資料を使用する．各学習資料への RFIDタ

グの貼り付けでは，印刷した学習資料に対し RFIDタグを

付ける作業となる．本実験システムでは図 4 の学習資料
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図 4 事前準備における学習資料データを登録するための実験環境

Fig. 4 Experimental environment to submit information of

learning material into the proposed system in prepa-

ration.

図 5 学習資料登録インタフェース

Fig. 5 System interface to submit information learning mate-

rials into the proposed system.

の登録環境に示すように，カード型 RFIDタグとテープを

使用した．各学習資料データのシステム登録では図 5 に

示すように，学習資料データを登録するためのシステムイ

ンタフェースを使用し，学習資料のタイトル，RFIDの識

別子，およびファイルデータをサーバのデータベースへ登

録する．このような登録作業はあらかじめ登録しておくこ

とも，各学習者が登録することもできる．学習資料のタイ

トルはキーボードを使ってフォームに入力し，RFIDの識

別子は RFIDリーダに RFIDタグをかざすことで入力し，

ファイルデータはファイル指定ダイアログを使ってアップ

ロードする．学習資料を用いた個別学習では，学習者ごと

に割り当てられた学習資料を協調学習の議論の中で利用で

きるように，各自で勉強を行う．

以上の事前準備において，学習資料の準備および学習資

料を用いた個別学習についてはジグソー法を実際に授業の

中で使用されている事例が報告されており [16]，授業での

運用が可能といえる．そのため，我々はそれ以外の工程で

ある，各学習資料への RFIDタグの貼り付け，および各学

習資料データのシステム登録の授業運用の可能性について

調査した．

本調査では大学生 5人に対して，図 4 において学習資料

の RFIDタグの貼り付け作業とデータベース登録作業を実

施し，その作業に要する時間と作業負荷に関する事後アン

ケートを実施した．被験者は印刷した 10種類の学習資料

にそれぞれカード型 RFIDタグをテープで貼り付け，図 5

に示すような学習資料登録インタフェース上の学習資料の

タイトル，RFIDの識別子，およびアップロードするファ

イルフォルダを入力し，登録ボタンを押すことを行った．

作業時間はシステム上で測定し，作業負荷は事後アンケー

トにより調査した．

4.2 実験結果

4.2.1 対面型協調学習での有効性

各実験環境に対する学習者の資料提示数と発言数，およ

び議論の印象に関するアンケート結果を，それぞれ表 2 お

よび表 3 に示す．

また話し合い学習の経験に関する事前アンケート，およ

び協調学習における学習資料の提示行動をビデオ分析し，

時系列表現したデータを，それぞれ表 4 および図 6 に示

す．ここで図 6 の議論の苦手な学習者，および議論による

学習経験がない学習者は表 4 の話し合い学習の経験に関す

る事前アンケート結果より，「満足感」「根拠に基づく発言

の意識」「意欲」のすべて項目が 3以下の学習者とした．

学習者が議論中に資料を提示した回数は，提案システム

を利用した方が利用しない方の 1人あたり平均 2.25回に

比べ，平均 4.5回と多い結果となり，5%有意水準で有意差

があった．学習者が議論中に発言した回数では，提案シス

テムを利用した方が利用しない方の 1人あたり平均 42.25

回に比べ，平均 100.25回と多い結果となり，1%有意水準

で有意差があった．さらに全体の発言数から感動詞や感嘆

詞などの内容を含まない発言数を除いた発言数も，提案シ

ステムを利用した方が利用しない方の平均 27.13回に比べ，

平均 72.88回と多い結果となり，1%有意水準で有意差が

あった．以上より，学習者が提案システムを利用した場合

は利用しない場合に比べ，議論中に資料を提示した回数，

発言数，内容を含んだ発言数がそれぞれ多くなることが確

認された．

議論の印象に関するアンケート結果では「どの程度，根

拠に基づいた発言を意識しましたか」に関して，提案シス

テムを利用した方が利用しない方の 3.50に比べ，4.38と

高い評価が得られ，10%有意水準で有意差があった．また

「どの程度，議論の内容に満足していますか」および「ど

の程度，議論の中での自分の振舞いに満足していますか」

に関して，提案システムを利用した方がシステムを利用し

ない場合の 2.25および 2.63に比べ，それぞれ 4.00および

3.88とともに高い評価が得られ，1%有意水準でともに有
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表 2 各実験環境に対する学習者の資料提示数と発言数

Table 2 Number of learning material references and remarks in this experience.

提案システムの利用（標本数） 平均値 標本標準偏差 P 値 ∗ U 値 ∗∗

資料提示数 あり（N=8） 4.50 1.94 0.019 10

なし（N=8） 2.25 1.30

提言数 あり（N=8） 100.25 51.64 0.006 6

なし（N=8） 42.25 19.69

内容を含んだ発言数 あり（N=8） 72.88 40.54 0.006 6

なし（N=8） 27.13 12.84

∗ Mann-Whitney 検定結果の P 値
∗∗Mann-Whitney 検定結果の U 値

表 3 本実験での議論の印象に関するアンケート結果

Table 3 Questionnaire results about the argument in the experiment.

提案システムの利用（標本数） 平均値 ∗ 標本標準偏差 P 値 ∗∗ U 値 ∗∗∗

どの程度，根拠に基づいた発言を意識しましたか あり（N=8） 4.38 0.52 0.070 16.5

なし（N=8） 3.50 1.07

どの程度，議論の内容に満足していますか あり（N=8） 4.00 0.76 0.002 3.0

なし（N=8） 2.25 0.71

どの程度，議論の中での自分の振舞いに満足していますか あり（N=8） 3.88 0.64 0.007 7.5

なし（N=8） 2.63 0.74

∗ 5 段階リッカート尺度：3 を標準とした評価項目「5：とても思う，4：やや思う，3：どちらともいえない，2：あまり思わない，

1：まったく思わない」を使用
∗∗ Mann-Whitney 検定結果の P 値
∗∗∗Mann-Whitney 検定結果の U 値

表 4 話し合い学習の経験に関するアンケート ∗ の結果

Table 4 Results of questionnaire about experience of learning through discussion.

グループ 1 グループ 2

項目＼学習者 A B C D A B C D

話し合い学習の経験 なし あり あり あり あり あり あり あり

その学習で満足感が得られた - 3 3 2 3 3 3 3

その学習で根拠に基づくことを意識した - 5 4 3 3 4 5 2

その学習に意欲的に取り組んだ - 4 4 1 3 3 5 2

∗ 5 段階リッカート尺度：3 を標準とした評価項目「5：とても思う，4：やや思う，3：どちらともいえない，2：あまり思わない，

1：まったく思わない」を使用

意差があった．以上より，学習者が提案システムを利用し

た場合は利用しない場合に比べ，根拠に基づいた発言の意

識が高く，また議論の内容と議論での自分の振舞いの満足

度が高くなることが確認された．

本実験の協調学習での学習資料の提示行動に関する時系

列データでは，本システムを利用した場合には利用しな

かった場合に比べ，学習資料を提示する際に「前の話題に

対して明示的に関連付けて話す」という行為がグループ 1

において 2回から 9回とグループ 2において 5回から 18

回と大幅な増加があった．そのような行為において，自分

が提供した話題だけでなく，他の参加者が提供した話題に

対しても，新たな話題を関連付けて話すということが，す

べての学習者に対して本システムを利用した場合のみに確

認できた．特にグループ 2の議論が苦手な学習者 Aと D

に対しては，本システムを利用しない場合に学習資料の内

容を単発的に提供していたにもかかわらず，本システムを

利用した場合にだけ学習資料を提示する際に前の話題に対

して関係付けるような行為が確認された．以上のような傾

向から，本システムは議論の話題に関連するような学習資

料に気付かせ，それを議論の中に提示しやすくしているこ

とが確認された．

学習者が提示した資料と提案システムが算出した資料ラ

ンキングとの一致度，および提案システムの使い易さに関

するアンケート結果を，それぞれ表 5 および表 6 に示す．

提案システムを利用した場合においては，学習者が議論

の中で提示した資料が提案システムが算出した資料ランキ

ングの 5位以内に 94%の割合で含まれていた．また提案シ

ステムを利用しない場合においても，資料ランキングが提

示されていないにもかかわらず，学習者が議論の中で提示

した資料が提案システムが算出したランキングの 5位以内
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図 6 本実験の協調学習での学習資料の提示行動に関する時系列データ

Fig. 6 Time sequent data of provision behavior of learning materials in the collaborative

learning of this experiment.

表 5 学習者が提示した資料と提案システムが算出した資料ランキングとの一致度

Table 5 Degree of correspondences between ranking information which the system cal-

culated in the argument and the materials which the learners used in the

argument.

ランキング 提案システムを使用した場合 提案システムを使用しない場合

学習資料の提示数 全体の提示数に対する割合（%） 学習資料の提示数 全体の提示数に対する割合（%）

1 16 47 7 41

2 7 20 4 24

3 6 18 3 18

4 2 6 1 6

5 3 9 2 12

ランキング 5 位以内 34 94 17 94

ランキング 5 位以下 2 6 1 6

に，本システムを利用してる場合と同じ 94%の割合で含ま

れていた．

次にシステムの使い易さに関するアンケート調査の結果

では，「どの程度，RFIDシステムは気にならずに議論でき

ましたか」および「どの程度，システムが提示する資料ラ

ンキングは議論の話題に関連してたと思いますか」の項目

がともに平均 4.13と高い評価が得られた．また，「どの程

度，議論の中で資料を適切に利用できましたか」に関する

結果では，平均 4.25と高い値が得られた．

議論の終了した後に，本システムの議論履歴をもとに回

答した自由記述アンケート結果を図 7 に示す．

提案システムの議論履歴を閲覧した自由記述アンケート
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表 6 提案システムの使い易さに関するアンケート結果

Table 6 Questionnaire results about usability of the proposed system.

項目 平均値 ∗ 標準偏差

どの程度，RFID システムは気にならずに議論できましたか 4.13 0.64

どの程度，システムが提示する資料ランキングは議論の話題に関連してたと思いますか 4.13 0.35

どの程度，議論の中で資料を適切に利用できましたか 4.25 0.71

∗ 5 段階リッカート尺度：3 を標準とした評価項目「5：とても思う，4：やや思う，3：どちらともいえない，

2：あまり思わない，1：まったく思わない」を使用

図 7 実験で実施された議論についての自由回答アンケートの結果

Fig. 7 Results of open-ended questionnaire about the argument which was achieved in

the experiment.

表 7 本実験での提案システムの音声認識の単語認識率

Table 7 Word recognition rate calculated by the speech recog-

nition engine of the proposed system in this experi-

ment.

課題 1 課題 2

グループ 1 0.22 0.40

グループ 2 0.30 0.32

では，提案システムを利用した方が利用しない方の 19個

に比べ，31個と多くの意見が得られた．その中で，資料や

根拠を示すことを意識した内容は，提案システムを利用し

た方が利用しない方の 3個に比べ，14個と多く含まれてい

ることが分かった．

本実験での本システムの音声認識の単語認識率は表 7 に

示すように，最も悪い場合で 0.22，最も良い場合で 0.40で

あった．このような音声認識率のもとで実施された本実験

の適切さについて，本実験の議論の中で提案システムが算

出した学習資料ランキング結果に対し，正確な音声認識結

果を用いた場合に提案システムが算出した学習資料ランキ

ングのシミュレーション結果を用いて調査した．ここで，

正確な音声認識結果には音声認識率を算出するために人

手で作成したデータが用られた．「本実験の議論の中で提

案システムが算出した学習資料ランキングの推移」および

「正確な音声認識結果を用いた場合に提案システムが算出

した学習資料ランキングの推移のシミュレーション」を，

それぞれ図 8 および図 9 に示す．

「本実験の議論の中で提案システムが算出した学習資料

ランキングの推移」と「正確な音声認識結果を用いた場合

に提案システムが算出した学習資料ランキングの推移のシ

ミュレーション」を比べると，学習者が学習資料の提示行

為の全 36回の中で，その学習資料のランキング位置が変わ

らない場合が 24回，ランキング位置が異なるがシステム

に表示されるか否かが変わらない場合が 10回，そしてシ

ステムに表示されるか否かが変わる場合が 2回であった．

そのため，本実験の議論の中で学習者が提示した学習資料

の 94%が本システムが正確な音声認識精度のもとで行っ

た場合でも同じように表示されていることから，本実験は

今回の音声認識精度のもとで問題なく実施されていたとい

える．

また音声認識精度の低さから生じる問題としては，実際
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図 8 本実験の議論の中で提案システムが算出した学習資料ランキングの推移

Fig. 8 Transition of the learning material ranking which the proposed system calculated

in the argumentation of this experiment.

のデータと正確なデータを用いたときに学習資料がシステ

ムに表示されるか否かが変わる場合（図 9 の (1C) や (2A)

の×印の箇所）があげられる．その原因として，実際に

データを調べたところ，学習資料を特徴付ける単語が認識

されず，多くの学習資料に出現する単語が認識結果に出現

した場合に，その認識された単語が頻出する学習資料のラ

ンキングが高くなる傾向が確認された．しかし，このこと

は 2回の少数例であるため，本実験を実施するうえで大き

な問題となっていないと考えられる．

4.2.2 事前準備に関するシステム運用性

本実験での本システムの事前準備に要する作業時間と作

業負荷に関するアンケート結果を表 8 に示す．平均作業時

間は 730秒であり，5人中 3人が 10分（600秒）前後，残

り 2人が 15分（900秒）前後の時間を要した．その 2人が

他の被験者より時間を要した理由として，学習資料のタイ

トルに含まれれている専門用語の読みにくさから，入力に

手間が掛かったためであった．学習資料登録作業の中で最

も負荷を感じた作業ではすべての被験者から，学習資料の

タイトルを入力することであるとともに，すべての作業が

容易で負荷に感じないとの意見が得られた．また「もし毎

週の授業準備として作業を実施しても容易にできるか」と

いう質問に対し，5段階中 4.8と高い結果が得られた．
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図 9 本実験の議論の中で正確な音声認識結果を用いた場合の提案システムが算出した学習資

料ランキングの推移のシミュレーション

Fig. 9 Simulation of transition of the learning material ranking which the proposed

system calculates in the argumentation of this experiment by using accurate

speech recognition.

4.3 考察

提案システムは協調学習の議論を行っている学習者に対

し，事前学習で用いた資料に対し現在の話題に関連する情

報に気付かせる機能を持つ．

実験結果より，提案システムを協調学習に利用すること

で，事前学習の資料を利用して説明する回数および発言数

が増加するとともに，議論の内容と振舞いに対する満足度

が高まることが分かった．

また，本システムを利用することで，議論の話題に関連

する学習資料と関連性を議論の中で，より明示的に言及さ

れることが分かった．このような行為により，学習資料が

提示されやすくなるため学習資料の提示数が増加し，それ

によって学習資料の内容が議論の中で多く扱われるため発

話数の増加につながったと考えられる．

また提案システムの要素機能である資料ランキングでは

学習者が実際に提示した資料が高い割合で含まれているた

め，対話状況を反映していることが分かった．またインタ

フェースのユーザビリティ評価でもアンケート結果によ

り，議論の中で情報提示端末画面を閲覧しながら，RFID

タグが付与した資料を提示して説明することを，議論を阻
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表 8 提案システムの事前準備に要する作業時間と作業負荷に関す

るアンケート ∗ の結果

Table 8 Preparation time of the proposed system and results

of questionnaire about load for the preparation.

項目 標準偏差 平均値

作業時間 171.06 730 秒

RFID カードの資料への貼り付け作業 0.63 4.0

タイトル文字のフォーム入力作業 0.80 3.6

RFID 登録作業 0.80 4.4

ファイルのアップロード作業の容易性 0.75 3.8

毎週の授業準備としての実施容易性 0.40 4.8

∗ 5 段階リッカート尺度：3 を標準とした評価項目「5：とても

容易，4：まあまあ容易，3：どちらともいえない，2：少し困

難，1：とても困難」を使用

害せずに実施できることが確認された．

以上より，提案システムは対面型協調学習において，事

前学習知識の活用を促すことで，議論を支援することに有

効であるといえる．

また，提案システムの資料提示行動を含んだ議論履歴は

議論後に見せることで，自由記述アンケート結果から，自

らの議論への振舞いや根拠に基づく説明方法に対する改善

点に気づきやすくなることが分かった．そのため，本議論

履歴の閲覧機能は，議論スキルの向上のための内省を与え

る一補助となる可能性がある．

さらに，本システムの協調学習実施前の準備にともなう

作業の工程が，これまでの協調学習の導入事例と被験者を

ともなう調査によって，授業に導入したとしても運用可能

であることを示した．

5. おわりに

学習者同士が対話によって行う協調学習では質の高い議

論が重要となるが，議論に不慣れな多くの学習者にとって

は対話の流れの中で事前学習で得られた知識を想起し，そ

れを活用することが大変困難である．そこで本研究では議

論の中で事前学習で得られた知識の活用を促すためのシス

テムの開発した．開発システムでは音声認識インタフェー

スを利用して得られた対話テキストから対話状況を判断

し，その状況に関連する事前学習で用いた資料のランキン

グを逐次提供する．また RFIDセンサを利用して議論の中

で資料を利用した説明行為を取得し，対話の音声認識結果

と組み合せることで，議論履歴を生成し，提示することも

行った．評価実験では対面型協調学習の中で本システムを

利用しない場合と比較することで，提案システムが議論の

対話状況に応じた学習資料の活用を促進させ，活発で満足

感の高い議論とすることが分かった．さらに本議論履歴の

閲覧機能は，議論スキルの向上のための内省を与える一補

助となる可能性があることも確認した．

今後の課題としては，より内省を促進させる議論履歴閲

覧インタフェースを開発することである．本システムの議

論履歴表示では実験後のアンケート結果から，学習者の資

料提示行為の履歴について確実に把握できるものの，発話

内容に関して音声認識精度の低さから特徴的なキーワード

程度の理解にとどまっていることが分かった．しかしなが

ら，本実験での音声認識精度からも分かるように自由対話

に対する音声認識の完全な精度を得ることは難しい．そこ

で，音声認識結果以外にも様々なマルチメディア情報を相

互補間的に利用することで，議論内容を把握しやすくする

方法を開発していきたい．

さらに，学習資料として電子媒体を用いた場合や資料提

示方法としてオーバヘッドプロジェクタ以外を利用した

場合に対しての本システムの機能拡張も行っていきたい．

本システムでは，印刷した紙媒体を学習資料として用いて

学習者がオーバヘッドプロジェクタで投影しているため，

投影する資料の切り換えが容易であるが，ノート PCやス

マートフォンを使った電子媒体の学習資料を用いた場合に

はその投影の円滑な切り換えが難しくなるため，新たな切

り換え支援技術（たとえば，文献 [5]）の導入が必要とな

る．また本システムでは学習資料を提示した認識するため

に学習資料の RFIDタグをプロジェクタの RFIDリーダで

読み取ることで可能としているが，プロジェクタに物理的

に近づき難い場合には卓上の自由な位置での認識可能する

ような技術（たとえば，文献 [19]）への拡張が必要となる．
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